
令和６年４月以降の連続する任意の３ヶ月（対
象期間）の売上総利益（粗利）が、令和４年４月
以降の同期（基準期間）と比較して１０％以上
減少していること。

省エネ投資、効率化・高収益化、新商品・新
サービス開発、売上拡大・経営改善、人材確
保・人材育成

対象経費の２分の１以内
上限１００万円　下限３０万円

デジタル技術を活用した生産性向上計画書の
作成をすること。

デジタル技術の活用による自社の変革や生産
性向上に向けた事業計画の策定に関する取組

対象経費の２分の１以内
上限2００万円　下限３０万円
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